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ようとする能力 と態度を育てる」ことを高次な目標 として設定 してお り、この目標を達成
するためには、「問題解決能力をもつことが必要である」とし、問題解決的な学習の充実を




員は、57名中 38名と、約 7割の教員は実践 していないことがわかった。 さらに、実践 し
ていない理由として、「学習時間が十分にとれない(22名、57.9%)」「授業のや り方がわか
らない(13名、34.2%)」「テーマや教材を見つけるのが困難(12名、31.6%)」「相対的に優









鈴木 らの調査で明らか となった困難性に対 して、荒井(2009,2013)の「実践的推論プロセ
ス」 とい う学習論は、問題解決的な学習に関する理論的基盤 とな り得ると考えた。以下で
は、アメリカでの「実践的推論プロセス」の着想期か ら、荒井(2009,2013)において、日本
で提唱 されるまでの変遷 を追い、「実践的推論プロセス」の特徴をま とめる。
「実践的推論プロセス」は、1970年末にアメリカで、マジョリー・ブラウンとベア トリ
ス 0パオル ッチの二人が家政学を再定義 し、さらにブラウンは家庭科教育についても言及
し、パラダイムを転換する必要性を提起 したことを起源 とする。具体的にブラウンは、こ
第1章 研究の目的及び背景
れまでの家庭科は 「家庭生活に科学的知識や専門的技能を応用 し、その学習 目標の到達を
重視」する、いわゆる実証分析科学にもとづく教科であつた。 この実証分析科学にもとづ
く「Plan(計画する)‐Do(実行す る)・See(ふりかえる)」 の学習は、問題 を解 くことに焦点が
あり単発の問題解決である(図 1‐1)。 一方、「家族や コミュニティにおける実践的な問題に
取 り組む中で批判的 リテラシーを獲得 し、その学習プロセスそのものを重視」する、批判
科学(Critical science)にもとづ く教科ヘパラダイム転換の必要性を提起 し、試案 された学
習論が 「実践的推論プロセス」である。 この批判科学にもとづ く学習は、生徒 自身の思考
から出発 し、体験の積み上げを重視 し、生徒の思考を深めるための学習の道筋が丁寧に設
定されている点において、従来の問題解決プロセス(図 1‐1)との違いが見 られる。
図 1-1 従来の問題解決 プロセス
ブラウンの理論を背景に、オハイオ州の家庭科カ リキュラムにおいて、「実践的推論プロ
セス」の導入に中心的に関わつた 1人であるオハイオ州立大学ジャネ ッ ト・ ラスターの論
について述べていく。ラスターは、「実践的推論プロセス」の理論に基づいた問題解決学習
のプロセスを4つのステージで説明 している(図 1‐2)。この学習プロセスの特徴 として、「何
が問題か」を探ることを重視 している点、問題 を分析 し、解決のための選択肢を検討する




関心のある実践的課題や社会的問題の情報 を収集 し、何が問題かを探 る
② 実践的推論
問題解決に必要な知識や行動の理解、背景や文脈の整理、価値や 目標の追求
③  批 判 的 思 考 と判 断
多角的な視点か ら問題解決行動の選択肢を分析 し価値づ けて判断す る
④ 行動とその評価
図 1-2 実践的問題解決学習の 4つのステージ (荒井 2009を引用 )
荒井(2009)は、ラスターの理論を基に、新たな問題解決学習 として提言 している。図 1‐3
は、ラスターの 4つのステージを日本の家庭科教育における問題解決的な学習に翻案 した
プロセスである。具体的には、図 1‐2にある「①問題への着 目」を「問題への着 目」「問題
の特定」と2つに分割 し、特に 「問題の特定」では、意思決定を促 し、より「問題」への
意識を高めたプロセスであると言える。
図 1-3 荒井 (2009)における実践的推論プロセス
さらに、荒井(2013)は、意思決定や批判的思考力など、今後育成が求められる能力に着
日し、荒井(2009)の「実践的推論プロセス」を修正 し、図 1・4のようなプロセスを提案 し
ている。荒井(2013)の特徴 として、ラスターの 4つのステージで特徴的であった 「問題ヘ






図 1-4 荒井 (2013)における実践的推論プロセス
これまでに示 した、①マジ ョリー・ブラウンの批判科学(Critical science)にもとづ く、
教科ヘパ ラダイム転換を基に提案 されたラスターの学習論、②荒井(2009)の学習論、③荒
井(2013)の学習論、と「実践的推論プロセス」に関する学習論の変遷について述べてきた。
これ ら3つの学習プ ロセ ス と従来行 われてきた実証分析科学 に基づ く 「Plan(計画す






ててできるようにプロセスを設計す る 「実践的推論プロセス」の理念を踏襲 し、特に 「問
題への着 目」に焦点化 し、進めてい くこととする。
結果を振り返る
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図 1-5 問題解決 プロセスの比較図
(※P:anはどのカテゴ リーにも含まれないため、点線枠に した )
1.1.3 問題発見とは
「問題への着 目(問題に気づ く段階、現状を把握 し分析する段階)」 や 「問題の特定」は、





























「21世紀型能力」とは、OECDのDeSeCoプロジェク トや 21世紀型スキルプロジェク ト
など、国際的な動向を踏まえ、さらに日本の文化的 。社会的特性や社会的期待、近年の教
育政策の動向を踏まえて、試案 されたものである(図 1‐6)。
図 1-6 21世紀 型 能 力 (国立教育政策研究所 (2013)報告書 を引用 )
さらに、平成 29年に公表 を予定 されている中央教育審議会答 申の基礎資料 となる教育
課程企画特別部会の論点整理(2015)では、育成すべ き資質・能力 を 「二つの柱」(図 1‐7)
で整理 し、その中核 にある「知っていること 。できることを どう使 うか(思考力・判断力・
表現力等 )」 を次のよ うに定義 している。
問題を発見 し、その問題を定義 し解決の方向性を決定 し、解決方法を探 して計画を立
て、結果を予測 しながら実行 し、プロセスを振 り返って次の問題発見・解決につなげて
いくこと(問題発見・解決)や、情報を他者 と共有 しなが ら、対話や議論を通 じて互いの
多様な考え方の共通点や相違点を理解 し、相手の考えに共感 した り多様な考えを統合 し






































図 1‐7 育 成 す べ き 資 質 ・ 能 力 の 二 つ の 柱 (論点整理補足資料を参考に筆者作成)
以上より、2000年代に入 り、教育では社会科において、他分野では経営学で「問題発見」
に関する論文や書籍は幾つか存在する。 しか し、知見の蓄積には課題が残つてお り、検討
の余地は多いにあると考える。また、教育政策の動向から、「21世紀型能力」の試案を皮








において、「問題解決は 目標の設定、現状 と目標 (あるべき姿)との間の差異 (ギャップ)
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の発見、それ ら特定の差異 を減少 させ るのに適 当な、記憶の中にある、 もしくは探索によ
る、あるいは道具または過程の適用 とい うかたちで進行す る」 とある。つま り、サイモン
は 「問題」を 「現状 と日標 (あるべ き姿)との間の差異」であると定義 している。
水越(1975)は発見学習のね らいの一つに「問題 を見つける力」をあげ、「自分の現有する
情報処理能力 と最適なズ レをもつ よ うな課題 を、自分 自身に課 してい こ うとす る態度能力」
と定義 している。水越の言 う「問題」とは、「自分の現有す る情報処理能力 (現状)と最適
なズ レ (現状 と目標 のズ レ)をもつ よ うな課題」 と言い換 え られ、サイモ ン(1975)での定
義 と同様であることがわかる。
そ こで、「問題」 とは 「現状」「あるべき姿(目標 )」 「ギャップ」の 3要素か ら構成 され る
ことが明 らかになつた。 よって、本研究における 「問題」を、先ほ どの 3要素を構造化 し







福 田(2010)は、教職課程の学生 57名を対象に、新聞を用いた授業づ くりを協同で取 り
組ませ、後 日調査票を用いて、① どんな成果や方略を得て、いつ、 どう使 うのか、②知的
充実感や課題達成、③プロセスの重要度を自由記述やアンケー トで求めた。結果 として、




ていた ことも明 らか となった。
次に福 田(2012)は、高校 1年生 220名を対象 に、実践的推論プ ロセスを導入 したホーム
プロジェク トを実施 し、各所でアンケー ト調査 を行 つた。結果 として、半分以上の生徒は
認知的方略の使用 を高め、学習方略の促進は、①友人の考 え方やや り方 か ら学ぶ、②充実
した実践 を行 う、とい う2つの学習課題 を達成す ることに起因 してい ることが明 らか とな
った。
これ ら2件の論文は、学習者の思考 を深 めるための道筋が丁寧 に設計 されている、いわ
るゆ 「実践的推論プ ロセス」を導入 した問題解決的な学習であ り、一定の効果を明らかに
し、有用性は確かめ られた。だが、これ らの知見は、「実践的推論プ ロセス」の理論に関す
る有用性 を検証 されたものの、学習者が どのよ うに思考を深 めたのか、 どのよ うに学習方
略を使用 したのか、 どうい う過程 を通 じて転移 したのか、な ど学習にお ける詳細な認知過
程には迫 ることができていない。そのため、「実践的推論プ ロセス」のフ レームワークで学
習す ることでの有用性 は確かめ られてはいるものの、具体的な指導方法 については未だ課
題を残 したままである。
そこで、本研究では、具体的な指導方法に関す る基礎資料 を得 るために 「実践的推論プ
ロセス」の特徴である 「問題への着 日(問題発見)」 における生徒 の認知傾 向を明 らかにす
ることを 目的 とす る。
1.1.5 パフォーマンス課題を用いた認知の可視化
内田(1995)は、文章理解の過程は直接観察できないため、外か ら観察可能な行動から内











を可視化 し、「ルーブ リック」な どを使 うことによつてパ フォーマンスか ら学力を解釈す る
評価法だ とい うことができる」 としている。また、西岡(2008)は、パ フォーマンス課題に
ついて、「学んだ知識や スキル を応用 して実践 した り表現 した りす ることを求めるような、
複雑で総合的な課題である」 と定義 している。つま り、学んだ知識 を応用 して表現す るこ
とを求めるよ うな、複雑 で総合的なパフォーマ ンス課題 に取 り組ませ た成果 によつて、生
徒の認知 を可視化 し解釈 できることが示唆 されている。
そ こで、学習 した知識 を活用す る 目的で設計 したパ フォーマ ンス課題 に取 り組 ませ、成
果を基 に、ルーブ リックによる評価 を通 して、生徒の認知傾向を把握す ることを試みるこ
ととす る。
なお、パフォーマ ンス課題 に取 り組ませた結果か ら、 どの程度認知 を観察す ることがで
きたか、いわゆるパ フォーマ ンス課題の有用性 についても併せて検証す る必要がある。
1.2 研究の 目的
本研究の 目的は以下の 2つである。一つ 目は、「問題発見」力育成 に関す る教授方略の
基礎的資料を得 るために、中学校家庭分野において家庭生活 を包括す る内容である「消費
生活」を題材 に、「実践的推論プ ロセス」にある「問題発見」段階に焦点化 したパフォーマ
ンス課題 に取 り組ませ、得 られた記述を質的に分析 し、生徒の認知傾 向を明 らかにす るこ
と。二つ 目は、実践で用いたパ フォーマ ンス課題 は、 どの程度の認知傾 向を把握ができた
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分析に関しては、実施 したパフォーマンス課題に対する生徒の回答 を、グループ化 し、
クラス間での比較を行い、回答の傾向を明らかにする方法で行 う。




















実践は、授業(2.5時間)とパ フォーマ ンス課題への取 り組み(0.5時間)から構成 した。以
下では、授業については、(1)題材設定の理由、(2)題材 の 日標、(3)題材 の展開、の 3点に
ついて示 してい く。パフォーマ ンス課題 については、(1)パフォーマ ンス課題で採用 した文




家庭生活 と全体的に関連の深い 「D身近な消費生活 と環境」を題材 として採用 した。文
部科学省(2008)学習指導要領解説技術 。家庭編 「D(1)家庭生活 と消費」の内容の取 り扱い
では、「ア 内容の「A家族 0家庭 と子 どもの成長」、「B食生活 と自立」又は「C衣生活・
住生活 と自立」の学習 との関連を図 り、実践的に学習できるようにすること」 とあり、さ
らに解説には 「例えば、食品や衣服、遊び道具の材料の選択、購入などの具体的な場面を
取 り上げ実践的に学習するよう配慮する」と明記 されている。つま り、「D(1)家庭生活 と消
費」の内容は、家庭生活を包括するものであり、問題発見に関する研究の萌芽的時期 とし
















表 2-1「D(1)家庭生活 と消費」評価規準に盛 り込むべ き事項
これ ら、2つの資料 を参考に題材 目標 を設定 した。本実践では、3時間 と短い構成の中
で、基礎的・基本的な知識 0技術 を習得 し、特定の文脈 において活用す る、 とい う基本的
な流れ を意識 し、以下の 3点を明示す る。①②は、基礎的 0基本的な知識・技術の習得を




③ 消費者 トラブルの問題を見付け、学習 したことをふまえて、自分なりに解決することが
できる(3時間日)
(3)題材計画
実践 した具体的な内容は、佐藤 ら(2011)「新 しい技術・家庭 家庭分野」に掲載せてい






























消費者 としての 自覚を持 とう (消費生活、消費者、契約 )









・ 消費者 トラブル を解決す る方法を知 ろ う
(悪質商法、消費者基本法、相談機 関、クー リング・ オフ制度 )





名に、授業に必ず 1名以上参観 してもらい、授業 と指導案を照合 し、各クラスにおいて内
容や展開に差がないことを確認 している。
2.3.2 パ フォーマ ンス課題の概要
(1)パフォーマンス課題 で採用 した文脈
パ フォーマンス課題 を用いた 「パ フォーマンス評価」は、「真正の評価」の代表的な評価
方法である。「真正の評価」 とは、「大人が仕事場、市民生活、私生活の場で『 試 されてい
る』、その文脈を模写 した リシミュレー トした りする課題に取 り組ませ る(Wiggins,1998)」
なかで、知識・技能を現実世界で総合的に活用する力を評価する考え方である。
また、「D身近な消費生活 と環境」における内容の取 り扱いでは、「D(1)については、中
学生の身近な消費行動 と関連 させて扱 うこと」 とある。つま り、中学生にとつての リアル
な文脈を扱い学習するとい う点で、「真正の評価」論 と D(1)の内容の取 り扱いは関連 して
いるといえる。そこで、教科書 3社に掲載 されている事例から、中学生に身近な消費行動
であ り、さらに様々な視点から「問題を見つける」ことができると予測 されるものとして、
佐藤 ら(2011)「新 しい技術 0家庭 家庭分野」にある事例を抽出 した(図2‐3)。
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雑誌の通信販売の広告 に、前か ら欲 しい と思つていたマ リンブルーのシャツが載 っていた
ので、親 に頼んで買つて もらうこととな り、申 し込みハガキで申 し込んだ。 しか し、届い
たシャツは、思つていた よ り濃いブルーだつた。同 じ色のシャツを持 つているので、業者
に電話で返品 したい と申 し出た ところ、「広告 にはブルー と書いてあ り、マ リンブルー と
は書いていない。広告通 りの品物 を届 けたのだか ら返品には応 じられ ない」 と断 られた。





まず、統制群は、教科書で採用 されている抽象度の高い質問に回答 させる。消費者 トラ
ブルについて考えさせる内容は、中学校家庭分野の教科書 3社すべてで、「あなたはどう
しますか」とい う質問により、問題解決を促す ような学習活動を採用 している。 この 「あ
なたは どうしますか(以下、解決方法)」 とい う質問は、最終的な解決について問われたも




焦点をおき、単発の問題解決を行 うことをね らいとし、質問を設定 した。
実験群 2は、「実践的推論プロセス」を重視 した問いを設定 した。荒井(2013)では、「問
題発見」段階を 「問題に気づ く」「現状を把握 し分析する(以下、現状分析)」 「問題を特定
する(以下、問題特定)」 の 3つに分けて、丁寧に考えさせるように設計 されてお り、この
プロセスを採用 した(図 1・4)。 ただ し、教師が予め準備 した文脈において、すでに「問題」
は発生 しているため、「問題に気づ く」段階を省いた、「現状分析」「問題特定」の 2つの
段階をパフォーマンス課題における質問項 目に盛 り込んだ。






いなが ら情報 を繰 り返す こと)の方法 として、「下線引き」をあげてい る。下線 を引きなが
ら読む ことで、よ り多 くの情報 を再生す るのに役立ち、情報 を体制化 しやすい としている。
二つ 日は、「問題 を発見す るためには必要だが、状況には書かれていない情報を書 き出す」
段階である。 この問いは、文章の行間を推測す ることで書かれていない情報 を、学習 した
知識 を基 に分析 し、明確化す るね らいがある。実際の生活場面においては、パフォーマン
ス課題 にある文脈のよ うに文章で状況 を得 るのではな く、会話や周囲の環境 なで 日に見え
ない ものを解釈す る必要がある。そのため、情報 としては不十分である状況文の行間を推
測 させ ることは、実際の生活 に近い活動であるため、 この質問を与えた。
二つ 日は、「この状況では、「消費者の 8つの権利」の どの権利 と関係す るか書き出 しま
しょ う」 となっている。消費生活 を営む上での大前提 として、社会において消費者は非常
に弱い立場である。理由 として、商品の情報や価格の決定権は、販売者側 にあ り、消費者
は受動的な立場であ り、消費者基本法において、消費者 の権利 が設 け られ、消費生活を営
む上で、不利益が生 じないよ うに制定 されているか らである(岩本 ら,2013)。よつて、消費
者の権利が犯 されている可能性 のある箇所 を探 ることで、問題 を見つ けやす くなるとい う、
領域固有の方略に着 日し、 この質問を与えた。
実験群 1は、統制群 と実験群 2の中立的な位置である。質問は教科書 レベルの抽象度の
高い ものであるが、実験群 2で設計 した 「問題特定」を組み込んだ。 このよ うに質問項 目
の構成 を各群で変えることで、3クラスを比較 し分析できるよ うに した。
3つの群 についてま とめると、統制群 と実験群 1の比較では、「問題特定」の有無を背景
とした分析を行 うことができる。実験群 1と実験群 2の比較では、「現状分析」の有無を
背景 とした分析ができるよ うに設定 した(図 2‐4)。なお、各 クラスで実施 したパ フォーマン
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図 2-5 統制群で実施 したパフォーマンス課題
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*状測を読み、①と②の質問を考えましょう。
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パ フォーマ ンス課題 を実施す るにあた り、ルーブ リックを設定 した。ルーブ リックとは、
成功の度合いを示す数 レベル程度の尺度 と、それぞれの レベル に対応す るパ フォーマンス
の特徴を記 した記述語か らなる評価基準表である(西岡 2003)。そ こで、図 2‐4に示 した段
階ごとにルーブ リックを作成 し、回答 を質的に評価できるよ うに した。以下では、各段階
のルーブ リックについて説明す る。
本研究は、各群のね らいを変 え、 さらにパフォーマンス課題 の質問項 目の構成 を設計 し
た。そのため、それぞれ のルーブ リックを設計 し、学力を解釈す る必要がある。表 2‐3は
「解決方法」に対す る記述のルーブ リックであ り、観点 としては、「学習 したことをふまえ、
自分な りに解決す ることができているか(知識の適切な活用 による解決 )」 とした。表 2‐4
は、「問題特定」に対す る記述 に関す るルーブ リックである。観点 としては、「問題 を見つ
けている(問題特定 )」 を設定 した。表 2‐5は「現状分析」に対す る回答のルーブ リックで
ある。観点 としては、「現状 を把握 し分析 できている(現状分析 )」 の 3点を設定 し、得 られ
た記述 を評価す る。
以上のルーブ リックを用いて、各群の回答 を次の観点で評価す る。統制群は、「知識の適
切な活用 による解決」に関す る観点、実験群 1は、「知識の適切 な活用 による解決」「問題
発見」2つの観点、実験群 2は、「知識の適切な活用 による解決」「問題発見」「現状分析」
すべての観点で評価 を行 う。
表 2-3 「知識の適切な活用による解決」のルー プ リック
尺 度 知識の活用による解決
A 学習 した知識を適切に活用 し、 自分な りに解決することができている
B 学習 した知識を適切に活用 している箇所 とできていない箇所がある





表 2-5 「現状分析」のルー プ リック
2.4 分析の枠組み





ルーブ リックでは 「知識の適切な活用による解決」 とい う観点を設定 した。そこで、特
定の文脈において学習 した知識を適切に活用できていない、いわゆる誤解答のみを抽出し、
誤解答の有無により評価 を行つた。次に、抽出 した誤解答の種類や人数から各群の傾向を
明らかにする。加 えて、全群で実施 した 「解決方法」に関する回答を、川喜田二郎(1967)
の開発 した 「KJ法」の理論を参考に、カテゴリーを生成 した。具体的には、「解決方法」




A 現状 と目標 との差異に着 目し、問題 を特定 している
B
「現状」「あるべき姿(目標)」 「ギャップ(差異)」 のいずれかに しか着 日できてい
ない
C 「現状」「あるべ き姿 (目標 )」 「ギャップ(差異 )」 のいずれ にも着 目できていない
尺度 現状分析
A
必要な箇所に線を引き、文脈か ら状況を推測 し、消費者の 8つの権利 との関連を
考えることができている
B







には、家族家庭科教育を専門 とす る大学教員、高等学校家庭科担 当教員 を兼職す る大学院
生、中学校家庭分野担 当教員 を兼職す る大学院生の 3名で行 つた。
(2)「問題発見」に対す る回答の分析
(1)と同様 に、「問題発見」の観点に関す るルーブ リックを用いて評価 を行 う。評価結果
に基づき、具体的な 「問題」の認識 について、回答をグループ化 し、傾 向を把握す る。
(3)「現状分析」に対す る回答の分析
ここでは、(1)(2)の手続 き と異な り、まず 「現状分析」の段階にある 3つの活動それぞ
れの結果 を分析 し、 どの程度現状 を分析す ることができたかを明 らかに し、その後ルーブ
リックを用いて評価 を行 う。
(1)(2)(3)で明 らか となつた認知傾 向を踏 まえ、回答傾 向モデル を作成 し、「問題発見」に
おける認知傾 向を概観できる資料 を得 る。そ して、研究の 目的にもあるよ うに、パフォー
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図 2-8 テス ト問題における分析の対象
2.5 倫理的配慮

















マンス課題への取 り組み方などの解説を行つてもらつた。具体的には、実験群 2で採用 し
た質問項 目を参考に、「特定の文脈における現状 とは」「8つの権利 との関連はなにか」「問



















ここでは、「あなたは どうしますか」と解決方法を考 えさせ る質問に対す る回答 を対象 と
す る。表 2‐3のルーブ リックを用いて回答 を評価 し、抽出 された誤解答 について検討する。
さらに、回答の内容 を分析 し、各群の傾 向を明 らかに してい く。
3.1.1「解決方法」に対する記述のルー プ リックによる評価
「解決方法」に関す る回答 を評価 した結果 を表 3‐1に示す。先述 した知識 を適切に活用
できていない回答 を した生徒は、Bもしくは Cに該 当す る。ルーブ リックによる評価か ら
も、実験群 2は適切 に知識 を活用できている生徒が多い傾 向にあることがわかる。
3。1.2 学習 した知識の適切な活用




誤解答 5種類について概説する。回答例 1～3は「通信販売の特徴 を理解できていないこ




次に、誤解答をした人数を集計 した結果、統制群 0実験群 1に比べて、実験群 2におい
て有意に少ないことが明らかとなった(表 3‐3)。このことから、実験群 2のパフォーマンス








A(学習 した知識を適切に活用 し、自分な りに解決す ることができている) 14 18 25
B(学習 した知識を適切に活用 している箇所 とできていない箇所がある) 10 7 3













8日以 内の返 品す る 通信販売において、返品の可否 についての記載がない場合にの
み 8日以内に返品できることになっている。 しか し、状況文で
は、返品の可否 についての情報 は書かれてお らず、断定す るこ
とができない。ただ し、「返品の可否 についての記載がなければ
































統制群 8 0 5 4 0 3 14
実験群 1 3 2 3 2 2 1 12





「解決方法」に対する回答か ら27のグループを生成 し、そこか らさらに 7つに分類す
ることができた(表 3‐10)。結果より、統制群・実験群 1と実験群 2において、解決方法の
回答内容に違いがあることがわかった。
発生人数をx2検定により統計的に処理すると、「知識の適切な使用」に関す る結果 と同
様に、統制群 。実験群 1と実験群 2で回答の傾向は分かれた。




以上か ら、統制群及び実験群 1での回答は、解決を他の資源に委ねようとしてお り、実






表 3-4 解決方法のカテゴ リー及び人数 (複数回答 )
カテゴリー 統制群 実験群 1 実験群2 グループ 統制群 実験群 1 実験群 2
相談機関を利用する 15 7**
1消費生活センターに相談 6*
2国民生活センターに相談 3 1 0
3消費者庁に相談 2 1 0
4弁護士に相談 0 0 1
5警察に相談 0 1 0
2 法律や制度に頼る 9 8 2*
6消費者契約法 2 l








9消費者の権利 1 1 3
10知らされる権利 5 3 1













0 18よく考えて買う 0 0 3
19情報収集をする 0 0 4
6  業暮獣挙きて 2 5 3
20業者への接触 1 5 3
21業者の情報を拡散する 1 1 0
返品を諦める 8 8
22そのまま着る 3 2 2
23返品を諦める 3 2
24誰かにあげる 1 2
25売る 3 2 2
26リメイクして再利用する 0 1




実験群 1・2で実施 した 「この状況において、問題はなんですか」 とい う問題 を特定す
る質問に対す る回答 に対 してルーブ リックによる評価 を行 つた(3.2.1)。評価結果 より、「問
題」に対す る認識 は不完全であったため、具体的に どのよ うに認識 してい るのかについて、
回答の類型化 を行い検討 した(3.2.2)。
3.2.1「問題特定Jに対する記述のルー プリックによる評価
表 2‐4で設定 したルーブ リックにより評価をし、人数を集計 した結果 を表 3‐5に示す。
両群 ともに、「問題」を「現状 とあるべき姿 とのギャップ」であると認識 した生徒はいなか
ったため、Aは0名とい う結果であつた。だが、「現状」「あるべき姿」「ギャップ」のいず

















A(現状 と目標 との差異に着 目し、問題 を特定 している) 0 0
B(「現状J「あるべき姿(目標)J「ギャップ(差異 )」 のいずれかに しか着 日できていない ) 26 17
C(「現状J「あるべ き姿 (目標 )」「ギャップ(差異 )」 のいずれにも着 目できていない) 5 12
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はブルー と書いてあるのを見なかった事」「広告 に「ブルー」と書いているが、写真 には「マ
リンブルー」でのせていた事」な どの記述がそれ に当たる。実験群 1では、31名中 26人
(83.9%)が「現状=問題」 と解釈できる記述を し、実験群 2は、29人中 17人(58.6%)が同
様の記述 をした。両群 ともに、 この類型 に該当す る生徒 は最 も多かったが、特に実験群 1
では、8割以上の生徒が該 当 している。 これは、特定の文脈 を読んだ直後に 「問題はなん
ですか」 と質問を設定 した ことは 1つの要因 と考 えられ る。つま り、現状を丁寧に把握せ
ずに、質問に回答 した結果であると言える。
次に、この類型で得 られた回答 を大きく4つの場面に分 けることができた。消費者の置
かれている現状を時系列で 4つの場面に分 けることで、「現状=問題」型 に関す るすべて
の記述を分類す ることができた。表 3‐6は、分割 した 4つの場面を示 したものである。
表 3-6 現状に関する4つの場面
さらに、各場面の人数 を表 3・7に示す。結果か ら、実験群 1は、場面 1と2に回答は集
中していることがわかる。一方、実験群 2は、場面 1から場面 3までの 3つに満遍なく回
答が分散 している。また、場面 ごとの人数 を x2検定 した結果、場面 1において実験群 1
は有意に多 く、場面 3は実験群 2が有意 に多かった。以上か ら、実験群 2は実験群 1と比
場 面 状況文
1 返 品 を断 られ た場 面
同 じ色のシャツを持つているので、業者 に電話で返品 したい
と申 し出た ところ、「広告 にはブルー と書いてあ り、マ リン
ブルー とは書いていない。広告通 りの品物 を届 けたのだか ら






3 注文 した場 面








べて、問題 に着 日した場面の多様化が見 られた。 この背景 として、実験群 1と実験群 2に
おけるパ フォーマンス課題 の質問項 目の構成 をあげることができる。実験群 2は、丁寧に
道筋 を立てて設計 した「実践的推論プ ロセス」を加味 した構成 となっている。よって、「実
践的推論プロセス」の学習論 を基にパ フォーマンス課題 に取 り組む ことで、「問題」に着 目
する視点は多様化す ることが示唆 された。
表 3-7 各分類の人数 (複数回答)
場 面 実験群 1 実験群 2
1 返 品 を断 られ た場 面 18・ 8
2 思つていたものとは違 う商品が届いた場面 10 6
3 注文 した場 面 3 9*
4 広告作成場面 4 2
士士′<・01,十′く。05
(2)「解決方法=問題」型




回答 した生徒の人数は、実験群 1で2名、実験群 2は4名と少数であった。そのため、
群ごとの有意差は明 らかにはならなかつた。しか し、6名の回答を概観すると、「消費者は、
情報収集をすべき」「業者は、広告に正確な情報を載せるべき」と、2つの解決方法に関す
る内容を記述 していることがわかった。すべての記述で 「～すべき」 と義務的な 「解決方
法」についての内容 と解釈できる文体 となっていた。「情報収集すべき」とい うことは、消
費者の購入以前の行動について改善を求めていることとなる。「広告に正確な情報を載せる
べき」とある回答は、広告作成における業者の態度に対する改善を求めている。以上より、
この類型に該当する生徒は、本研究の 「問題」の定義には則 してはいないものの、 トラブ
ルが発生する以前の消費者や業者の行動に着 日し、今後の再発防止に視点を向けることが
できていることが示唆 された。家庭分野の 目標にある 「将来を展望 して」 とい うねらいが







具体的な回答 として、「返品を申し出たのに、断 られたこと (補償を受ける権利 と意見を反
映させる権利が侵害)」 や 「商品の情報が正 しくない→知 らされる権利」などはこの類型に
当てはまる。
このように、いずれの要素に当てはまらない回答ではあるが、「ギャップ」に迫る1つの
視点 としては、効果的であると考えた。図 3・1に、本実践で用いた特定の文脈 と「問題」
の定義を参考に、模範回答例を示 した。「現状」を「マ リンブルーのシャツだと思い購入 し
たが、濃いブルーのシャツだったため、返品を申し出たら断 られた」とした。「あるべき姿
(目標 )」 を 「届いたシャツを返品 したい」 と設定 した。 この 「現状 とあるべき姿」の 「ギ
ャップ」 となっている要因を 2点推測 した。一点 日は、消費者は広告の写真 を見て、マ リ
ンブルーだと疑いなく認識 した点にある。また、業者は、ブルー とい う文字を載せている
ため、写真をどのように認識 していかは、広告作成段階では、考慮 していないとも考えら
れる。 このように、色に対する認識や広告作成の配慮について言及す る必要がある。二つ
日は、消費者はブルー とい う文字を見落 とした点にある。なぜ、見落 として しまったのか。
消費者による、軽はずみな判断だつたのか。それ とも、広告の構成 として、見にくい大き






























よつて、「実践的推論プロセス」において、「あるべき姿(目標 )」 を探究する段階を盛 り込
む必要性は示唆 された。次に、回答者は少数であつたが、 トラブル後の消費者の行動に着








(以下、消費者の 8つの関連について)」 の 3つを設計 した。それぞれの回答結果から考察
を行つた上で、ルーブ リックによる評価を行つた。
3.3.1「必要な情報に線を引 く』段階
まず、生徒の回答から、文脈を9つに分割 して下線を引いたことが明 らかとなった (図
3‐2)。線を引いた生徒の多い順に、③ 「広告にはブルー と書いてあ り、マ リンブルー とは
書いていない(24名)、 ⑨広告通 りの品物を届けたのだから返品には応 じられない」と断ら
れた(23名)、 ⑤ しか し、届いたシャツは、思つていたより濃いブルーだった(19名)であつ
た。③は、返品を断 られた理由についての文章。③は、返品を断 られた文章。⑤は、消費
者の認識 とは違った商品が届いた文章、 と読み取れ、問題 を推論するために重要な役割を
担 う箇所である。一方、「③親に頼んで買つてもらうこととな り、」「⑥同 じ色のシャツを持
つているので、」については問題特定や解決方法を考えることへの影響は低 く、それ らに下







①雑誌の通信販売の広告に、 ②前から欲 しい と思つていたマ リンブルーのシャツが載
つていたので、 ③親に頼んで買つてもらうこととな り、 ④申し込みハガキで申し込ん
だ。 ⑤ しか し、届いたシャツは、思っていたより濃いブルーだった。 ⑥同 じ色のシャ
ツを持つているので、 ⑦業者に電話で返品 したいと申し出たところ、 ③ 「広告にはブ
ルー と書いてあり、マ リンブルー とは書いていない。 ⑨広告通 りの品物を届けたのだか
ら返品には応 じられない」 と断 られた。
図 3-2 文脈の分割
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② 3 2 4
③ 0 3 0
④ 3 3 3 0
⑤ 5 5 5 2
⑥ 0 0 0 0
⑦ 3 2 2
③ 6 4 6 2
⑨ 7 5 5 0
3.3.2「状況には書かれていない情報を書き出す」段階
この段階では、文脈に書かれていない、いわば行間を読むことを通 じて、状況を推論す




返品の情報はどうであつたか、など直接的に 「問題」 と関連の高いものに着 日できている
ことがわかった。他方、約 3割の生徒の回答は、「もうすでに明確である事柄」や 「無回
答や解釈不能」に分類 され、「状況には書かれていない情報を書き出す」段階のね らいを達















1 シ ャツの色 につ いて
?
? 37.9
2 広告について 6 20。7
3 返品の情報について 4 13.8
4 シャツの値段 3 10。3
5 会社名 2 6。9
6 その他 5 17.2
7 解決方法 4 13.8
8 わかつていること 3 10.3
9 無回答、解釈不能 3 10。3
次に、「状況には書かれていない情報を書き出す」段階に対す る回答 と着 日した状況 との
関連を表 3‐10にまとめた。x2検定の結果、有意差を示す箇所は存在 しなかったが、場面
1と場面 2において、シャツの本当の色に対 して疑間を持ち回答 した生徒は多い傾向にあ
つた。場面 1は、「返品を断 られた場面」であることから、断 られた原因を探る際に、シ
ャツの色に着 日したことがわかる。一方、場面 2は、「思つていたものとは違 う商品が届

















? シャツの色 5 4 2 0
2 広 告 1 0 1 0
3 返品情報 2 2 2 0
4 シャツの値段 2 2
?
? 0
5 会社名 2 3 1 0
6 その他 0 3 0
7 解決方法 0 0 2 0








この段階では、専門的な法律に関する知識 として 「消費者の 8つの権利」を活用 して、







設計 した表 2‐6のルーブ リックに基づいて、実験群 2の生徒 を評価 した結果を表 3‐11






A(必要な箇所に線 を引き、文脈か ら状況を推測 し、消費者の 8つの権利 との関連を考 えることが
できている)
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B(必要な箇所に線 を引 く、文脈か ら状況を推測す る、消費者の 8つの権利 との関連 を考える、の








状分析」を行 うことができたと言える。 この 「現状分析」を通 じて、適切に知識を活用で
きた生徒が多かつたことや、問題の着眼点の多様化などの効果は明 らかになつた。しか し、







回答傾向モデルを作成 した(図 3‐3)。 これまでの結果でも明らかになったように、<統制
群・ 実験群 1>と<実験群 2>で傾向に違いが確認 された。
この 2グループの学習過程の違いとしては、「実践的推論プロセス」導入の有無であり、
丁寧に道筋を立てて学習 したかどうかである。各群の回答内容から、丁寧に学習 した<実
験群 2>では、問題の着眼点が多様にな り、解決方法は機関の利用など トラブルの即時的






























図 3-3 パ フォーマ ンス課題における回答傾向モデル
3.5 パ フォーマンス課題の有用性
パ フォーマンス課題 は、認知傾 向を把握す ることを目的 として設計 した。実践でパフォ
ーマ ンス課題 に取 り組 ませ、得 られた回答 を分析す ることで、図 3・2のよ うに回答傾向モ
デル を作成す ることができた。よつて、一定の認知傾 向を把握す ることができた。しか し、
前段階がその後の段階に どう影響 したか、 どのよ うな原因でつまずいたかな どの詳細な認




















次に、各群共通で実施 した 「あなたはどうしますか(解決方法を促す質問)」 に対する回
答を質的に分析 し、27のグループと7のカテゴリーを生成することができた。このカテゴ
リーの各群発生を統計的に処理 した結果、統制群 。実験群 1は「他の資源を利用する」回
答は有意に多 く、実験群 2は、「反省的な解決方法」を模索す る生徒が有意に多かつた。
(2)「問題発見」に対する回答の分析
「問題発見」に関するルーブ リックによる評価結果から、「現状 とあるべき姿 とのギャッ
プ」に迫る回答は見受けられなかった。「現状」「あるべき姿」「ギャップ」のいずれかに迫
つた回答は多 く存在 したため、回答を質的に分析 したところ、3つに類型化することがで
きた。一つ 日は、「現状=問題」型であり、消費者が置かれている現状を直接的に問題 と認
識 した類型であり、実験群 1は8割以上の生徒が、実験群 2は5割以上の生徒がこの類型
に当たつた。二つ 目は、「解決方法=問題」型であ り、最終的な解決方法を問題 と認識 した
ものである。二つ 目は、「権利侵害=問題」型。 この類型は、消費者の 8つの権利を業者
により侵害された可能性 を指摘 し、その侵害事象を問題 と認識 したものである。





の権利 との関連」について考え、回答 させた。多 くの生徒は、必要な情報に線を引くとこ
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第4章 結論及び今後の課題
ができ、書かれていない情報 を見つけ出 し、8つの権利 との関連 を図ることができた。ル
ーブ リックの評価結果か らも同様であつた。一部の生徒 は、「行間を読む」に対 して、無回
答や解釈不可能な生徒は 3割ほ ど発生 した。そのため、効果的に 「現状分析」 させ るため
には、「行間を読む」ための指導を授業内で設定す る必要性が示唆 された。
(4)パフォーマンス課題 における回答傾 向モデル
回答の分析 を通 して、回答傾 向モデル を作成す ることができた。特 に、統制群 。実験群
1と実験群 2とで回答の傾向に違いがあることが示唆 された。 これは、パ フォーマンス課
題の構成 を要因 としていると考 えた。つま りは、「実践的推論プ ロセス」の概念 を踏まえて、







まず、「問題」に対する認識において欠如 していた「あるべき姿(目標 )」 を実践的推論プ
ロセスに組み込んだ学習を開発する。具体的には、「問題発見」のプロセスを「問題に気づ
く」「現状を把握 し分析する」「あるべき姿(目標)を設定する」「問題 を特定する(ギャップ







































































図4-1 修正版実践的推論プロセス (荒井 2013をもとに筆者改編 )
二つ 日は、パフォーマンス課題の記述により、一定の認知傾向は明 らかにできた点にお
いては評価できる。 しか し、詳細な認知過程の把握には課題が残つた。そのため、生徒 自




































5分 1 消費者 としての 自覚 を持 とう
o消費生活、消費者
o契約 について
・ 「口約束で も契約 になる」、「販売
者 に意思で始 まると、 トラブル に





















→ 「相手に文句 を言いにい く」 と
回答 した生徒が多 くいたため
中学生 とク レジ ッ トカー ドの関
係 について知 らせ る
【知】
5分 振 り返



















2 商品の選択 と購入 について考え
よ う (続き)
。情報の収集







0.この 商 品 の 情 報 は 、だ こ で 得 る こ ルが で
きますか ?
O表示 や マ ー ク








3 消費者の権利 と責任 を知 ろ う
。消費者の 8つの権利 と5つの責任
O消費者基本法








″ の 権 利 ル 固 係 l´そ うで す か ?
5分 振 り返 り
次回の説明
























。消費者 を守 る相談機 関
◎クー リング・ オフ
◎JADMAマー ク
中学生に多い トラブル の中で も、
無店舗販売 に関す る解決方法を









ま とめの課題 に取 り組む
雑誌の通信販売の広告に、前か ら欲 しい と思っていたマ リンブルーのシャツが載つていた
ので、親に頼んで買つてもらうこととな り、申し込みハガキで申し込んだ。 しか し、届い
たシャツは、思っていたよ り濃いブルーだった。同 じ色のシャツを持っているので、業者
に電話で返品 したい と申し出た ところ、「広告にはプルー と書いてあ り、マ リンブルー と
は書いていない。広告通 りの品物 を届けたのだか ら返品には応 じられない」 と断 られた。
問題解決のプロセスは、「は じめの課題」 と同様なものを使用する

























































































































公的燎風の   テレビ










































































































































・情報収集     。どこで買うか   ・ほんとうに必要か
。表示やマーク     店舗販売   ・活用できているか























































































































●品質はよいか。       ‖ 苺品質や使用目的からみて週
●機能的か。         ‖  切か。




苺保証書や取 り扱い説Fj3書が ‖ 。資源やエネルギーの節約に



















































資料 3 実践で用いたワークシー ト
1章 わたしたちの消費生活
<3時間の目標>



















































































② (    )を求める権利
③  (        )権利
④  (        )権利
⑤ 意見を反映させる権利




ア (       )を持つ責任









1章 わたしたちの消費生活             ●」ADMAマーク







(            )…すべての契約に適用
事実と違う、契約するまで帰してもらえない、など
―黎約を取り消すことができる
(            )…製造旬の欠陥による被害‐製造者の損害魅償の責任を問う































題 目「問題解決的な学習における 問題発見に着 日したワークシー トの開発  中学校家庭









本研究を遂行 し、修士論文をま とめるにあた り、いつ も熱心にご支援 ご指導 くださり、
研究に行き詰 まった際は温か く励 ま して くだ さいま した、指導教官である本大学院准教授
永田智子先生には深 く感謝 し、心 よ りお礼 申し上げます。 また、同大学院教授 森山潤先
生、な らびに、同助教授 永 田夏来先生、同講師 小川修史先生をは じめ、同学校教育研
究科・行動開発系教育 コースの先生方や、多 くの先生方にご指導を賜 りま したことに、心
よりお礼申し上げます。
また、公務 ご多忙の中、研究活動にご協力いただきま した兵庫教育大学附属中学校 相
川美和子先生に感謝 申 し上げます。
さらに、本大学院進学 を熱心にお誘いいただき、大きく後押 しくだ さり、進学後も様々
な相談にのって くだ さいま した、同大学院非常勤講師 鈴木千春先生 に感謝 申 し上げます。
そ して、永 田智子研究室の院生 0学生の皆様 には、この 2年間、励 ま し支えていただい
たことに感謝 申し上げます。
本大学院で得た経験や成果 を、今後の教員生活に活かす とともに、研究 も引き続き継続
して取 り組んでいきたい と考 えてお ります。
2015年12月
村 田 晋太朗
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